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（百万円未満切捨て） 
１．平成23年12月期第３四半期の業績（平成23年１月１日～平成23年９月30日） 
（１）経営成績（累計）                                                      （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 

23年12月期第３四半期 5,792  △1.7 455  315.2 482  304.2 403  228.5 
22年12月期第３四半期 5,890    －  109    －  119    －  122    －  

 

 
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益 

 円   銭 円   銭 

23年12月期第３四半期 15.48 －    
22年12月期第３四半期 4.71 －    

 
（２）財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

23年12月期第３四半期 4,261 2,940 69.0 112.93 
22年12月期 3,942 2,562 65.0 98.42 

(参考)自己資本 23年12月期第３四半期        2,940百万円 22年12月期        2,562百万円 

 
２．配当の状況 

年間配当金    
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期  末 合  計    

 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭    
22年12月期 －  0.00 －  0.00 0.00    
23年12月期 －  0.00 －       

23年12月期(予想)    0.00 0.00    

(注)当四半期における配当予想の修正有無 ：無 

 
３．平成23年12月期の業績予想（平成23年１月１日～平成23年12月31日） 

（％表示は、対前期増減率） 

 売  上  高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 円   銭 

通  期 8,050    3.9 530  170.4 558  169.6 488   69.7 18.74 

(注)当四半期における業績予想の修正有無 ：有 

 



 

 

４．その他  （詳細は、【添付資料】３ページ「その他の情報」をご覧ください。） 
 

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
 

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有 

② ①以外の変更 ：有 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、

表示方法等の変更の有無となります。 
 

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 23年12月期３Ｑ 26,051,832株 22年12月期 26,051,832株 

② 期末自己株式数 23年12月期３Ｑ 13,686株 22年12月期 13,536株 

③ 期中平均株式数(四半期累計) 23年12月期３Ｑ 26,038,288株 22年12月期3Ｑ 26,038,324株 

 
 
※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信
の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま
す。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信
（添付資料）３ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期累計期間（平成23年１月１日～平成23年９月30日）における我が国経済は、３月の東日本大震災

やその後の原発事故によるサプライチェーンの障害や電力の使用制限等により、経済活動が一旦大きく落ち込み

ました。その後、生産設備やサプライチェーンの迅速な復旧により経済活動は大きく回復してはおりますが、欧

州の信用不安や円高の長期化により、景気の先行きへの不安定感は一層強まることとなりました。 

情報サービス産業におきましては、お客様の収益の回復により需要は持ち直しつつあるものの、コスト抑制や

投資効果に対する厳しい見極めの傾向は継続し、厳しい事業環境が続いております。 

このような状況の中、当社におきましては、“ Total Solution Provider For Innovation ”のコンセプトの

下、当期は中期経営計画の発展期として計画したとおり、内部統制機能の強化および収益性を重視した事業拡大

に取組んでおります。 

この結果、当第３四半期累計期間の経営成績につきましては、売上高は 百万円（前年同四半期比： ％

減）となりました。徹底したコスト削減に取り組み収益性の維持に努めた結果、営業利益は 百万円（前年同

四半期比： ％増）、経常利益は 百万円（前年同四半期比： ％増）、四半期純利益は 百万円（前

年同四半期比： ％増）となりました。  

各サービス品目別の業績は次のとおりであります。 

①アプリケーションソフトウェア開発 

アプリケーションソフトウェア開発は、主に官公庁、金融業および通信、流通、製造業などの業務分野向け

ソフトウェアの開発が中心であります。当第３四半期累計期間におきましては、新規顧客を獲得したことなど

により、売上高は 百万円（前年同四半期比： ％増）となりました。 

②パッケージソフトウェア開発 

パッケージソフトウェア開発は、主に自治体を中心とする行政経営支援サービス（FAST）のソフトウェア開

発が中心であります。当第３四半期累計期間におきましては、FAST公会計支援、FAST資産管理支援および保守

等により売上高は 百万円（前年同四半期比： ％減）となりました。 

③コンピュータ機器等販売 

コンピュータ機器等販売は、主に自治体および一般企業を取引先として、コンピュータ機器とその周辺機器

やネットワーク製品を中心とした販売が中心であります。当第３四半期累計期間におきましては、ソフトウェ

ア開発に付随したサーバー機器等の販売等により売上高は 百万円（前年同四半期比： ％減）となりま

した。 

  

（２）財政状態に関する定性的情報 

（資産の部） 

当第３四半期会計期間末において、総資産は 百万円となり、前事業年度末と比べ 百万円の増加とな

りました。流動資産は、現金及び預金や商品が増加したこと等により 百万円増加し 百万円となりまし

た。また、固定資産は 百万円減少し 百万円となりました。 

（負債及び純資産の部） 

負債は、短期借入金、未払金、長期借入金等が減少した一方で、賞与引当金が増加したこと等により前事業

年度末に比べ 百万円減少し 百万円となりました。 

また、純資産は、四半期純利益が発生したこと等により 百万円増加し 百万円となり、自己資本比率

は %となりました。 

キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は 百万円となり、前事業年度末の 百万

円より 百万円の増加となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

１．当四半期の業績等に関する定性的情報

5,792 1.7

455

315.2 482 304.2 403

228.5

4,323 5.4

900 3.7

568 33.3

4,261 318

410 2,826

91 1,434

59 1,321

377 2,940

69.0

1,221 805

416



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税引前四半期純利益 百万円、減価償却費 百万円、賞与引当金の増加額 百万円等の増加要因があっ

た一方で、たな卸資産の減少額 百万円、未払金の減少額 百万円、預り金の減少額 百万円等の減少要因が

あったことにより、営業活動によるキャッシュ・フローは 百万円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による支出 百万円、投資有価証券の取得による支出 百万円等があった一方で、敷金

及び保証金の回収による収入 百万円等により、投資活動によるキャッシュ・フローは 百万円の支出となり

ました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金の純減額 百万円、長期借入金の返済による支出 百万円等により、財務活動によるキャッシ

ュ・フローは 百万円の支出となりました。  

（３）業績予想に関する定性的情報 

平成23年12月期の通期業績予想につきましては、平成23年２月14日に公表いたしました業績予想を変更いたしま

した。 

なお、当該予想に関する詳細につきましては、本日公表の平成23年12月期「業績予想の修正に関するお知らせ」

をご参照下さい。  

  

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 棚卸資産の評価方法 

当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎とし

て合理的な方法により算定する方法によっております。また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が

明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  

② 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ

ております。繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。  

  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用してお

ります。 

これにより、当第３四半期累計期間の営業利益は 千円、経常利益は 千円、税引前四半期純利益は

千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 千円でありま

す。  

  

表示方法の変更 

（四半期キャッシュ・フロー計算書） 

前第３四半期累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「自己株式の取得による支出」は、当第３四半期累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四

半期累計期間の「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「自己株式の取得による支出」は

千円であります。 
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２．その他の情報

3,527 2,127

35,200 55,909

△12



３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,221,956 805,464

受取手形及び売掛金 1,233,443 1,233,638

商品 42,419 4,418

仕掛品 107,174 150,552

その他 334,497 334,812

貸倒引当金 △112,822 △112,821

流動資産合計 2,826,669 2,416,065

固定資産   

有形固定資産 197,546 206,586

無形固定資産 247,537 306,287

投資その他の資産   

長期預金 600,000 600,000

その他 389,824 413,964

投資その他の資産合計 989,824 1,013,964

固定資産合計 1,434,908 1,526,838

資産合計 4,261,577 3,942,904

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 280,348 222,518

短期借入金 150,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 90,000 120,000

未払金 197,879 270,120

未払法人税等 14,274 22,256

前受金 49,950 50,473

預り金 173,309 243,126

賞与引当金 196,488 60,105

その他 55,000 31,316

流動負債合計 1,207,251 1,219,917

固定負債   

長期借入金 － 60,000

長期未払金 55,215 96,847

資産除去債務 56,041 －

その他 2,587 3,440

固定負債合計 113,844 160,288

負債合計 1,321,096 1,380,205



（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,302,591 1,302,591

資本剰余金 1,883,737 1,883,737

利益剰余金 △216,541 △619,581

自己株式 △3,681 △3,659

株主資本合計 2,966,105 2,563,088

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △25,624 △389

評価・換算差額等合計 △25,624 △389

純資産合計 2,940,481 2,562,699

負債純資産合計 4,261,577 3,942,904



（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 5,890,618 5,792,602

売上原価 4,772,873 4,369,874

売上総利益 1,117,744 1,422,728

販売費及び一般管理費 1,008,084 967,411

営業利益 109,660 455,316

営業外収益   

受取利息 1,802 1,695

受取配当金 7,102 7,868

助成金収入 － 20,610

その他 7,099 2,203

営業外収益合計 16,004 32,377

営業外費用   

支払利息 5,768 3,927

その他 486 1,126

営業外費用合計 6,254 5,054

経常利益 119,410 482,640

特別利益   

固定資産売却益 30 －

投資有価証券売却益 1,080 －

貸倒引当金戻入額 1,049 －

事務所閉鎖損失引当金戻入額 8,515 －

特別利益合計 10,675 －

特別損失   

固定資産除却損 － 2,374

特別退職金 － 36,807

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 33,072

特別損失合計 － 72,253

税引前四半期純利益 130,085 410,386

法人税、住民税及び事業税 7,398 7,347

法人税等合計 7,398 7,347

四半期純利益 122,687 403,039



（第３四半期会計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 2,008,194 1,938,153

売上原価 1,603,845 1,454,324

売上総利益 404,348 483,828

販売費及び一般管理費 332,112 324,089

営業利益 72,236 159,739

営業外収益   

受取利息 597 576

その他 1,573 1,153

営業外収益合計 2,170 1,729

営業外費用   

支払利息 1,691 1,059

その他 198 249

営業外費用合計 1,889 1,309

経常利益 72,517 160,159

特別損失   

固定資産除却損 － 2,374

特別退職金 － 1,543

特別損失合計 － 3,917

税引前四半期純利益 72,517 156,242

法人税、住民税及び事業税 2,457 2,453

法人税等合計 2,457 2,453

四半期純利益 70,060 153,788



（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 130,085 410,386

減価償却費 131,666 144,353

賞与引当金の増減額（△は減少） 178,800 136,383

貸倒引当金の増減額（△は減少） △892 1

受注損失引当金の増減額（△は減少） △16,474 －

その他の引当金の増減額（△は減少） △16,000 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 33,072

受取利息及び受取配当金 △8,904 △9,563

支払利息 5,768 3,927

固定資産除却損 － 2,374

有形固定資産売却損益（△は益） △30 －

投資有価証券売却損益（△は益） △1,080 －

売上債権の増減額（△は増加） 193,324 195

未収入金の増減額（△は増加） △226,664 △661

たな卸資産の増減額（△は増加） 131,068 △27,094

仕入債務の増減額（△は減少） 96,786 57,829

未払金の増減額（△は減少） △37,911 △71,280

前受金の増減額（△は減少） △164,170 △523

預り金の増減額（△は減少） △49,631 △69,816

その他 △55,582 △23,363

小計 290,158 586,219

利息及び配当金の受取額 8,400 9,042

利息の支払額 △5,768 △4,226

法人税等の支払額 △15,111 △9,815

営業活動によるキャッシュ・フロー 277,679 581,220

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △30,451 △20,999

有形固定資産の売却による収入 100 －

無形固定資産の取得による支出 △82,905 △1,097

投資有価証券の取得による支出 △9,290 △5,038

投資有価証券の売却による収入 2,400 －

敷金及び保証金の差入による支出 △2,149 △3,593

敷金及び保証金の回収による収入 45,954 6,684

その他 △594 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △76,937 △24,045



（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 △50,000

長期借入金の返済による支出 △90,000 △90,000

自己株式の取得による支出 － △22

配当金の支払額 △1,214 △660

その他 △12 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △141,226 △140,682

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 59,515 416,492

現金及び現金同等物の期首残高 885,530 805,464

現金及び現金同等物の四半期末残高 945,045 1,221,956



該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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